
東 京 都 道 路 公 社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

東京都道路公社 以下 公社 という は 地方道路公社法 昭和４５年法律第８２号 に（ 「 」 。） 、 （ ）

基づき、昭和６３年３月に設立された法人で、東京都の区域及びその周辺の地域において、通

行又は利用について料金を徴収することができる道路 以下 有料道路 という の新設 改（ 「 」 。） 、

築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等により、この地域の地方的な幹

線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民福祉の増進と産業経済の発展に寄与

することを目的としており、主として次の事業を行っている。

ア 有料道路の新設、改築及び管理

イ 有料駐車場の新設、改築及び管理

ウ 有料道路と密接に関連する道路の建設及び管理の受託

エ 道路に関する調査、測量、設計、試験及び研究の受託

（２）都 と の 関 係

都は、公社の設立及び有料道路の建設促進を図るため、表１のとおり、１１８億３，８６５

万円を出資（平成１１年度末の基本金１３６億９，５３５万円のうち８６．４％）している。

また、公社の長期借入金債務については、地方道路公社法第２８条に基づき債務保証を行っ

ており、平成１１年度末の債務保証額は２５８億３９９万余円となっている。

なお、平成１０年度には、練馬駅北口地下駐車場運営資金として、８億円の長期貸付を行っ

ている。

（表１）出資の状況 (単位:千円)

年 度 62 平成９年度 平成10年度 平成11年度 合 計昭和 年度～平成8年度

基 本 金 10,773,550 415,800 1,064,000 1,442,000 13,695,350

東京都出資金 8,916,850 415,800 1,064,000 1,442,000 11,838,650

練馬区出資金 1,856,700 - - - 1,856,700

２ 組 織

公社は、事務所を港区南青山一丁目２番１９号１０１に置き、役員９名（理事長１名、副理事

長１名 専務理事１名 理事４名 監事２名 うち非常勤役員８名 及び職員４５名 うち都か、 、 、 （ ）） （

らの派遣３３名）で、２部をもって構成されている。



第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１０年度及び平成１１年度の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）建 設 局 平成１２年１２月５日及び同月１８日

（２）公 社 平成１２年１２月７日から同月１３日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事業実績

公社の行っている主な事業は、有料道路等の整備及び管理運営とこれらの事業と密接に関連

する事業の業務受託である。

ア 公社事業

（ア）管理運営事業

公社は、稲城大橋有料道路及び練馬駅北口地下駐車場の整備事業を実施し、それぞれ平成

７年４月、同年７月から業務を開始しており、その施設の概要及び事業の実績は表２及び表

３のとおりである。

（表２）施設の概要

稲 城 大 橋 有 料 道 路

区 間 稲城市東長沼地内から府中市押立町四丁目地内まで

延 長 ２，１００ｍ（多摩川橋梁部５００ｍ）

料 金 軽自動車等 普 通 車 中 型 車 大 型 車 特 大 車 軽車両等

１５０円 ２００円 ２００円 ３００円 ５５０円 ２０円

練 馬 駅 北 口 地 下 駐 車 場

場 所 練馬区練馬一丁目地内（西武池袋線練馬駅北口）

構 造 地下２階（自走式 、延床面積 １８，０２３．０９㎡）

収容台数 ４７１台(地下１階２２７台、地下２階２４４台)

料 金 基本料金２００円／３０分 定期駐車料金３０,０００円／１月、

（表３）事業実績

計 画(Ａ) 実 績(Ｂ) 実績率( Ｂ ) ／ ( Ａ ) × １ ０ ０

項 目 平成10年度 平成11年度 平成10年度 平成11年度 平成10年度 平成11年度

通 行 １ 日 ％ ％

有料道路 台数(台) 当たり 20,167 20,414 13,990 13,571 69.4 66.5

収 入 額 年 間

(千円) 1,485,411 1,503,579 962,169 933,926 64.8 62.1

駐 車 場 収 入 額 年 間

(千円) 398,843 398,843 153,020 160,809 38.4 40.3



事業の建設資金は 政府資金 ＮＴＴ－Ａ型資金 公営企業金融公庫等からの借入金及び、 （ ）、

出資団体からの出資金で賄われ、この借入金等は、稲城大橋有料道路及び練馬駅北口地下駐

車場の業務収入をもって償還することとなっており、公社の借入金等償還計画表は表４のと

おりである。

（表４）建設事業費借入金等の償還計画

（単位：百万円）

項 目 元利償還額 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度平成元～10年度 平成17～37年度

稲 城 大 橋 有 料 道 路 28,443 3,469 841 916 975 1,077 1,136 1,195 18,834

練 馬 駅 北 口 地 下 駐 車 場 8,247 552 263 281 295 308 321 381 5,846

計 36,690 4,021 1,104 1,197 1,270 1,385 1,457 1,576 24,680

（イ）建設事業

本事業は、八王子中央有料道路及び関連公共区間の整備を行うもので、整備概要は、表５

のとおりとなっており、平成１０年度はトンネル本体（その１）及料金所部掘削工事３２億

３，８８６万円、平成１１年度はトンネル本体（その２）工事など２８億４，５１３万余円

となっている。

（表５）整備概要

八 王 子 中 央 有 料 道 路 建 設 事 業

区 間 八王子市大和田七丁目から滝山町一丁目地内まで

延 長 有料道路区間 約 １,６５０ｍ、関連公共区間 約４５０ｍ

事 業 費 １１７億円 うち 本線 １０１億９，０００万円、関連公共 １５億１，０００万円

財 源 政府借入金５０％、公営企業金融公庫借入金１５％、東京都出資金３５％

工 期 平成９年２月～平成１２年度末

計画交通量 ６，１２９台／日 （供用開始時）

イ 受託事業

都からの受託事業の主たるものは、八王子中央有料道路建設事業との合併施行である八王子

３・５・４７号線整備事業（平成１０年度：２３億４，２３６万余円、平成１１年度：１８億

４，８０３万余円）及び調布３・４・３２号線整備事業（平成１０年度：２億７，３０８万余

円、平成１１年度：２億２，３３９万余円）である。

八王子市からは 八王子３・３・７４号線整備事業 平成１０年度：１億３ ６８２万余円、 （ ， 、

平成１１年度：１５億２，５０６万余円）を受託している

（２）経営成績

平成１０年度及び平成１１年度の経営成績は 別表１比較損益計算書のとおり 両年度とも、 、 、

損益計算上、収支差額を償還準備金及び償還準備積立金に計上しているため、収支は同額とな



っている。

収益について見ると 平成１１年度の総収益は４９億６００万余円で 前年度(４０億９ ３、 、 ，

１７万余円)に比較して８億１，２８２万余円（１９．９％）増加している。

このうち 業務収入は１１億１ ９６０万余円で 前年度(１１億４ ６６０万余円 に比較、 ， 、 ， ）

して、道路料金収入の減少などにより２，７００万余円（２．４％）減少している

受託業務収入は３７億６ ８０６万余円で 前年度 ２９億１ ９０７万余円 に比較して， 、 （ ， ） 、

八王子３・３・７４号線整備事業の受託料が増加したことなどにより８億４ ８９９万余円 ２， （

９．１％）増加している。

業務外収入は１ ８３３万余円で 前年度 ２ ７４９万余円 に比較して９１６万余円 ３， 、 （ ， ） （

３．３％）減少している。

一方、費用について見ると、平成１１年度の総費用は４９億６００万余円で、前年度（４０

億９，３１７万余円）に比較して８億１，２８２万余円（１９．９％）増加している。

このうち、業務管理費は３億５，８６０万余円で、前年度（３億７，９９６万余円）に比較

して、道路管理費の減少などにより２，１３６万余円（５．６％）減少している。

受託業務損は３７億６，８０６万余円で、前年度（２９億１，９０７万余円）に比較して８

億４，８９９万余円（２９．１％）増加している。

業務外費用は２億５，３６１万余円で、前年度（２億６，３７０万余円）に比較して１，０

０８万余円(３．８％)減少している。

（３）財政状態

平成１１年度末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。

資産は４７５億１，２４６万余円で、前年度（４５０億２，１９２万余円）に比較して２４

億９，０５４万余円（５．５％）増加している。

このうち、流動資産は８７億８，２６８万余円で、前年度（９３億７４万余円）に比較して

５億１，８０６万余円（５．６％）減少している。これは、主として、工事請負契約に伴う前

払金が１１億９３９万余円増加したものの、預金が１３億８，９４１万円減少したことなどに

よるものである。

また、固定資産は３８７億２，９７８万余円で、前年度（３５７億２，１１８万余円）に比

較して３０億８６０万余円（８．４％）増加している。これは、主として、八王子中央有料道

路の建設に伴い事業資産建設仮勘定が３０億１ ０３６万余円増加したことによるものである， 。

負債は３３８億１，７１１万余円で、前年度（３２７億６，８５７万余円）に比較して１０

億４，８５４万余円（３．２％）増加している。

このうち、流動負債は６４億６，９６１万余円で、前年度（７８億５，０４５万余円）に比

較して１３億８，０８３万余円（１７．６％）減少している。これは、主として、受託業務受

入金が１１億１，５７５万余円減少したことによるものである。



また、固定負債は２４８億４，０２５万余円で、前年度（２２９億３，４６１万余円）に比

較して１９億５６４万余円（８．３％）増加している。これは、長期借入金が、償還により８

億５，０６６万余円減少したものの、八王子中央有料道路の建設整備事業に係る借入により２

７億５，６３１万余円増加したことによるものである。

資本は１３６億９ ５３５万円で 前年度 １２２億５ ３３５万円 に比較して１４億４， 、 （ ， ） ，

２００万円（１１．８％）増加している。これは、八王子中央有料道路の建設整備事業に係る

都からの出資金が増加したことによるものである。

以上、経営状況について述べてきたが、平成１０年度及び平成１１年度とも、収支は同額とな

っているものの、別項指摘事項及び意見・要望事項にあるとおり、事業の運営において是正・改

善を検討すべき事項が認められた。

２ 経営状況に関する意見・要望事項について

（１）公社の事業運営について

公社は、多摩ニュ－タウンの開発等、近年急速に市街化が進む多摩川中流域において、南北

道路とりわけ多摩川に架かる橋梁や取付道路の慢性的な交通渋滞に対し、早期に道路交通の分

散と円滑化を図ることを目的に稲城大橋有料道路 以下 稲城有料道路 という を また（ 「 」 。） 、 、

西武池袋線練馬駅周辺の駐車場不足を解消し、道路交通の円滑化を図ることを目的に練馬駅北

口地下駐車場 以下 駐車場 という を建設し それぞれ平成７年度から供用開始している（ 「 」 。） 、 。

供用開始から平成１１年度までの事業実積は、表６及び表７のとおり、稲城有料道路につい

ては、計画収入額７３億３,６２２万余円に対して、実績は４４億４,０１０万余円で、計画に

対する実績 達成率 は６０ ５％ 駐車場については 計画収入額１８億９,４７７万余円に（ ） ． 、 、

対して、実績は６億３,３５１万余円で、達成率は３３．４％となっている。

ところで、稲城有料道路及び駐車場の建設資金は、主に借入金（稲城有料道路：建設事業費

２４８億円のうち６５％に当たる１６１億２,０００万円、駐車場：建設事業費６１億８,９０

０万円のうち７０％に当たる４３億３,２３０万円 によって賄われている この借入金の償還） 。

は、稲城有料道路料金等の業務収入をもって行うことから、事業実績が計画を大幅に下回って

いることにより、駐車場については、平成１０年度に償還金の支払い等に充当するため新たな

借入を行っており、稲城有料道路についても、今後、償還金の支払いに支障をきたすことが予

想されている。

公社は、今後とも、稲城有料道路及び駐車場に係る利用者増に伴う大幅な収入増加は見込め

ないことから、より一層経費の節減に努めるとともに、関係機関との連絡調整を進めながら借

入金の償還計画の見直しを検討するなどして、事業収支の改善と経営の安定化に向けて努力さ

れたい。



（表６）稲城大橋有料道路の事業実積

（単位：台・千円・％）

年 度 区 分 計 画（Ａ） 実 績（Ｂ） 達成率(B／A)

通行台数(1 ) １９,４２６ ９,２４０ ４７.６日 当 た り

平成 ７年度 年 間 収 入 額 １,４３０,９１０ ６４３,６６７ ４５.０

通行台数(1 ) １９,６７１ １２,８６４ ６５.４日 当 た り

平成 ８年度 年 間 収 入 額 １,４４９,０７８ ９０２,１０４ ６２.３

通行台数(1 ) １９,９２２ １４,５２１ ７２.９日 当 た り

平成 ９年度 年 間 収 入 額 １,４６７,２４４ ９９８,２４３ ６８.０

通行台数(1 ) ２０,１６７ １３,９９０ ６９.４日 当 た り

平成１０年度 年 間 収 入 額 １,４８５,４１１ ９６２,１６９ ６４.８

通行台数(1 ) ２０,４１４ １３,５７１ ６６.５日 当 た り

平成１１年度 年 間 収 入 額 １,５０３,５７９ ９３３,９２６ ６２.１

合 計 収 入 額 ７,３３６,２２２ ４,４４０,１０９ ６０.５

（注）平成７年度については平成７年４月１４日から供用開始

（表７）練馬駅北口地下駐車場の事業実積

（単位：千円・％）

年 度 計 画（Ａ） 実 績（Ｂ） 達成率(B／A)

平成 ７年度 ２９９,４０５ ５５,６８９ １８.６

平成 ８年度 ３９８,８４３ １２６,０７３ ３１.６

平成 ９年度 ３９８,８４３ １３７,９２２ ３４.６

平成１０年度 ３９８,８４３ １５３,０２０ ３８.４

平成１１年度 ３９８,８４３ １６０,８０９ ４０.３

合 計 １,８９４,７７７ ６３３,５１３ ３３.４

（注）平成７年度については平成７年７月１８日から供用開始



３ 指 摘 事 項

（１）公 社 関 係

ア 建設工事の見積期間の設定を適正に行うべきもの

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２０条及び建設業法施行令（昭和３１年政令第２

７３号 第６条によれば 建設工事の見積期間は 工事１件の予定価格が５,０００万円以上の） 、 、

工事については１５日以上とすると定められており、やむを得ない事情があるときは、その期

間を５日以内に限り短縮することができるとされている。

ところで 公社が平成１０年度及び平成１１年度に発注した予定価格５,０００万円以上の建、

設工事の見積期間について見たところ、表８のとおり、法令で定める見積期間が確保されてい

ない事例が見受けられた。

公社は、建設工事の見積期間の設定を適正に行われたい。

（表８）適正な見積期間が確保されていない建設工事

工 事 件 名 契約方法 ( ) ･発注 指名 日 設計説明日 入札 見積合せ日 見 積 期 間

１ 八王子3 5 47号線、八王子3 3 74号線 平成 平成 平成・ ・ ・ ・

樹木撤去及びその他工事 競争入札 11. 1.28 11. 1.29 11. 2. 5 ６日

２ 八王子中央有料道路トンネル本体工事

（その２） 随意契約 11. 3.19 11. 3.23 11. 3.31 ７日

３ 八王子中央有料道路高架部上部仕上げ

工事及び側道整備工事 随意契約 12. 2.16 12. 2.17 12. 2.24 ６日

（注） 見積期間は、設計説明日の翌日から起算して、入札・見積合せ日の前日までの日数



（別表１）比較損益計算書

　　　　　　(単位：円・％）

平成11年度 平成10年度 増減 率 (%)   平成11年度   平成10年度 増減 率 (%)

(Ａ) (Ｂ)    (C) A-B C/B×100 (Ａ) (Ｂ)     (C) A-B C/B×100

358,607,344 379,968,365 △ 21,361,021 △ 5.6 1,119,605,001 1,146,606,492 △ 27,001,491 △ 2.4

254,886,565 267,682,138 △ 12,795,573 △ 4.8 933,926,237 962,169,310 △ 28,243,073 △ 2.9

83,927,207 85,070,967 △ 1,143,760 △ 1.3 160,809,200 153,020,880 7,788,320 5.1

19,793,572 26,195,652 △ 6,402,080 △ 24.4 19,793,572 26,195,652 △ 6,402,080 △ 24.4

0 1,019,608 △ 1,019,608 △ 100.0 5,075,992 5,220,650 △ 144,658 △ 2.8

3,768,063,788 2,919,071,123 848,992,665 29.1

3,768,063,788 2,919,071,121 848,992,667 29.1 3,768,063,788 2,919,071,123 848,992,665 29.1

3,768,063,788 2,919,071,121 848,992,667 29.1

1,981,564 2,443,106 △ 461,542 △ 18.9

1,981,564 2,443,106 △ 461,542 △ 18.9 18,331,708 27,493,418 △ 9,161,710 △ 33.3

523,731,234 527,984,199 △ 4,252,965 △ 0.8 3,098,471 5,832,805 △ 2,734,334 △ 46.9

88,945,355 91,635,172 △ 2,689,817 △ 2.9 13,647,098 18,857,400 △ 5,210,302 △ 27.6

15,315,161 14,573,417 741,744 5.1 1,586,139 2,803,213 △ 1,217,074 △ 43.4

0 366,366 △ 366,366 △ 100.0

417,169,326 417,417,516 △ 248,190 △ 0.1

2,301,392 3,991,728 △ 1,690,336 △ 42.3

253,616,567 263,704,242 △ 10,087,675 △ 3.8

253,586,226 245,263,680 8,322,546 3.4

30,341 18,440,562 △ 18,410,221 △ 99.8

4,906,000,497 4,093,171,033 812,829,464 19.9 4,906,000,497 4,093,171,033 812,829,464 19.9合　　　　　　　　　　計

支　払　利　息

雑　　　　　　損

合　　　　　　　　　　計

償還準備積立金繰入損

業　務　外　費　用

諸 減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費

諸　 引 　当 　損

道路事業損失補填引当損 業 務 補 助 金 収 入

雑　　　　   　　益

償還準備金引当損

駐車場事業損失補填引当損

退 職 手 当 引 当 損

業　  務  　外  　収  　入

利　　息　　収　　入

受　託　業　務　損 受 託 業 務 収 入

受　託　業　務　損

その他管理費 業 務 雑 収 入

受  託  業  務  収  入

駐車場管理費 駐車場料金収入

附属事業施設管理費 付帯事業収入

業　務　管　理　費 業　　務　　収　　入

道 路 管 理 費 道路料金収入

費　　　　　　用　　　　　　の　　　　　　部 収　　　　　　益　　　　　　の　　　　　　部

 科　　　　　　　　目 科　　　　　　　　目



（別表２）比較貸借対照表

　　　　　　　　　　（単位：円・％）

平成11年度 平成10年度 増減 率 (%)   平成11年度   平成10年度 増減 率 (%)

 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） A-B C/B×100  （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） A-B C/B×100

8,782,681,828 9,300,745,089 △ 518,063,261 △ 5.6 6,469,619,017 7,850,452,570 △ 1,380,833,553 △ 17.6

530,000 530,000 0 0.0 4,404,166,573 4,668,635,464 △ 264,468,891 △ 5.7

4,298,542,791 5,687,953,536 △ 1,389,410,745 △ 24.4 2,108,408 1,827,795 280,613 15.4

1,262,783,656 385,068,678 877,714,978 227.9 909,360 1,796,436 △ 887,076 △ 49.4

1,158,390,705 49,000,000 1,109,390,705 　　－ 2,062,434,676 3,178,192,875 △ 1,115,758,199 △ 35.1

2,062,434,676 3,178,192,875 △ 1,115,758,199 △ 35.1 24,840,253,492 22,934,610,394 1,905,643,098 8.3

38,729,784,157 35,721,180,117 3,008,604,040 8.4 24,838,888,492 22,933,245,394 1,905,643,098 8.3

30,941,786,703 30,941,786,703 0 0.0 1,365,000 1,365,000 0 0.0

24,754,023,321 24,754,023,321 0 0.0

6,187,763,382 6,337,435,772 △ 149,672,390 △ 2.4 2,507,243,476 1,983,512,242 523,731,234 26.4

0 △ 149,672,390 149,672,390 △ 100.0 425,726,142 336,780,787 88,945,355 26.4

事業資産建設仮勘定 7,779,364,295 4,769,000,000 3,010,364,295 63.1 60,670,847 45,355,686 15,315,161 33.8

道路建設仮勘定 7,779,364,295 4,769,000,000 3,010,364,295 63.1 2,012,922,320 1,595,752,994 417,169,326 26.1

7,924,167 5,622,775 2,301,392 40.9

5,764,360 7,769,615 △ 2,005,255 △ 25.8 33,817,115,985 32,768,575,206 1,048,540,779 3.2

建　　　　　　物 0 0 0 13,695,350,000 12,253,350,000 1,442,000,000 11.8

建物付属設備 14,880,000 14,880,000 0 0.0 11,838,650,000 10,396,650,000 1,442,000,000 13.9

車両及び運搬具 2,408,140 2,408,140 0 0.0 1,856,700,000 1,856,700,000 0 0.0

工具・器具及備品 27,373,800 27,421,181 △ 47,381 △ 0.2 13,695,350,000 12,253,350,000 1,442,000,000 11.8

有形固定資産減価償却累計額 △ 38,897,580 △ 36,939,706 △ 1,957,874 5.3

2,868,799 2,623,799 245,000 9.3

電話加入権 2,868,799 2,623,799 245,000 9.3

47,512,465,985 45,021,925,206 2,490,540,779 5.5 47,512,465,985 45,021,925,206 2,490,540,779 5.5

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部 負　　　債　　　及　　　び　　　資　　　本　　　の　　　部

科　　　　　　　　目科　　　　　　　　目

流　　動　　資　　産

現　　　　　　　 金

預　　　　 　　　金

未　　　収　　　金

建設負担金

有形固定資産

無 形 固 定 資 産

資　　産　　合　　計

未    払    金

預     り    金

その他預り金

駐　　車　　場

前　　　払　　　金

受託業務支払金

固    定　　資　　産

事　　業　　資　　産

道 　　　　　路

受託業務受入金

長　期　借　入　金

退 職 手 当 引 当 金

東 京 都 出 資 金

特 別 法 上 の 引 当 金

道路事業損失補填引当金

駐車場事業損失補填引当金

償   還   準   備   金

資　　本　　合　　計

負 債 及 び 資 本 合 計

流　　動　　負　　債

練 馬 区 出 資 金

償 還 準 備 積 立 金

負　　債　　合　　計

基　　　　本　　　　金

固　　定　　負　　債


